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【用語の定義】 

本要領で使用する用語について以下に示す。 

 

・ＩＣＴ 

Information and Communication Technology（情報通信技術）の略であり、インタ

ーネットのような通信方法を利用した産業技術やサービス等の総称である。 

 

・ＵＡＶ 

Unmanned Aerial Vehicle の略であり、人が搭乗しない航空機（無人航空機）のこ

とである。ＵＡＶには、回転翼、固定翼、可変翼などのタイプがあり、飛行距離や飛

行時間が異なる。 

 

・ＵＡＶ写真測量 

ＵＡＶに搭載したカメラにより取得した画像を解析して地形情報を得る測量方法。

撮影点が異なり対象物が重複して映っている画像をもとに、撮影位置、レンズの諸元

等による解析を行い、対象物の位置的情報を算出する方法である。ＵＡＶによる撮影

ということで、短時間に広域の地形情報を得ることが可能である。 

 

・レーザ測量 

レーザ（指向性と収束性の高い単一波長の電磁波）を用いて距離を測定するもので、

この距離と機械位置及び照射方向から、対象物の位置を把握する。 

 

・航空レーザ測量 

有人航空機によるレーザ測量とする。航空機にはＵＡＶ（無人航空機）も含まれる

が、本要領では、ＵＡＶによるレーザ測量と区分するため、これまで一般的に行われ

てきた有人航空機によるレーザ測量のみを航空レーザ測量とする。 

 

・ＵＡＶレーザ測量 

ＵＡＶ（無人航空機）に搭載したレーザ測定器による測量方法を示す。 

 

・地上レーザ測量 

地上でレーザ測定器を設置して計測する方法。種類として三脚や一脚を用いる据置

型、背中に背負うバックパック型、手に持って移動するハンディー型などがある。本

要領では据置型を対象とする。 

 

 



2 
 

・LiDAR（ライダー）測量 

ＵＡＶレーザ測量や地上レーザ測量と同様に、レーザ測定器により地形データを把

握するものであるが、本要領では、移動しながら測位することが可能なＳＬＡＭ（ス

ラム）といわれる位置特定と地図作成を同時に実行するシステムを使用している測量

機器を示す。 

 

・ＳＬＡＭ（位置特定と地図作成の同時実行） 

ＳＬＡＭ（スラム）とは Simultaneous Localization and Mapping（自己位置推定

同時地図作成）の略で、移動体においてその位置特定と地図作成を同時に実行するシ

ステムである。LiDAR 測量機では、定時的にレーザにより周辺の地形情報を取得して

いる。これから得られる幾何学的な地形データを前回の観測結果と比較し、同だと推

定される点（特徴点）を複数箇所抽出し、前回データに継ぎ足すことで、対象区域全

体の地形データを構築するシステムである。 

 

・ＧＮＳＳ 

Global Navigation Satellite System（全球測位衛星システム）の略で、衛星を用

いた地球規模の位置測位システムである。なお、ＧＰＳはＧＮＳＳのひとつでアメリ

カが打ち上げた衛星を用いた位置測位システムを指し、その他日本で運営しているＱ

ＺＳＳ、ロシアのＧＬＯＮＡＳＳ、ヨーロッパ連合のＧａｌｉｌｅｏ、中国のＢｅｉ

ｄｏｕなどがある。 

 

・ＲＴＫ・ＧＮＳＳ測量 

ＧＮＳＳ測量にＲＴＫを付加したものである。ＲＴＫとは、Real Time Kinematic

（リアルタイムキネマティック）の略で、正確な位置が把握されている点に固定局を

設置し、そこで観測したＧＮＳＳ測量結果から補正情報を作成し、位置を把握したい

点に設置した移動局にその情報をリアルタイムで送ることで、その精度向上を図る測

定方法である。 

 

・ネットワーク型ＲＴＫ・ＧＮＳＳ測量 

ＲＴＫ・ＧＮＳＳ測量で必要となる固定局からの補正情報を測定時（リアルタイム）

にネットワークから取得する方法である。このため、ネットワークに接続するための

通信契約と補正情報を得るための契約がそれぞれ必要となる。この測量方法には、複

数の電子基準点を元に測定地点近傍に想定した仮想点での補正情報を得るＶＲＳ方

式や、電子基準点を元に作成されたパラメータ平面上での位置を元に作成された補正

情報を得るＦＫＰ方式がある。 
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・トータルステーション（ＴＳ） 

距離を測定する光波測距儀と、角度を測るセオドライトを組み合わせたものであり、

角度と距離測定を同時に行うことが可能である。通常の測角測距法の測量で最も使用

されているものである。 

 

・標定点 

標定点とは、ＩＣＴを活用した測量において用いられる基準点で、平面位置や標高

等を補正するために必要な点である。ＵＡＶレーザ測量では「調整基準点」ともいわ

れるが、本要領においてはすべて「標定点」とする。 

 

・検証点 

検証点とは、標定点により位置及び標高補正が行われた 3 次元データの位置及び標

高が正しいものであるか検証するための点である。 

 

・点群データ 

３次元の位置情報をもった点データの集合体である。一般的にＵＡＶ写真測量、各

種レーザ測量の成果として取り扱われ、テキスト形式（las、csv、txt 等）で保存さ

れる。 

 

・TIN データ 

Triangulated Irregular Network（不規則三角網）の略で、地表面を三角形の集合

で表現するものである。点群データと比較しデータ容量が小さいことや、様々な電算

処理を効率的に行える利点がある。 

 

・グリッドデータ 

グリッドデータとは、３次元の地形情報を等間隔の方形区状に区切られたセルで表

現したものである。 

 

・ＩＭＵ 

Inertial Measurement Unit（慣性計測装置）の略で、3 次元の慣性運動を検出し、

機体が動いているか回転しているか、現在どのような姿勢であるか等の検出を行うシ

ステムである。 

 

・地図情報レベル 

数値地図データの地図表現精度を表したもので、数値地形図における図郭内のデー

タの平均的な精度を示す指数である。地図情報レベル 2500 とは、アナログ地図で
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1/2500 の縮尺の地図相当の位置と高さの精度があることを示している。 

      

     表 地図情報レベルと地図縮尺の関係 
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１．目的 

近年ＩＣＴ技術は、社会基盤、ハード、ソフトともに飛躍的に発展しており、森林整備

保全事業においても、これらＩＣＴ技術を活用することで、効率的な事業実施が可能とな

る。しかし、ＩＣＴ技術を活用する場合には、都市部のような画一的な立地環境が適して

いるが、林地内の複雑な立地環境下では、作業環境及び成果品精度の低下等の問題が生じ

る。 

ＩＣＴ技術は、効率化を図る上で必要な技術であることから、森林整備保全事業におい

ても積極的に活用する必要がある。よって、山地におけるＩＣＴ技術の活用方法を要領と

して取りまとめることで、新技術の利用推進を図ることとする。 

 

２．適用 

本要領は、ＩＣＴ技術を活用した測量設計に関する実施方法を示したものであるが、測

量方法については、基本的に国土交通省で示している関連する下記のマニュアルや要領等

に準じる。本要領は、山間地で実施されることの多い森林整備保全事業等で実施を対象と

した、関連するマニュアルや要領等の運用方法、留意するべき事項等を取りまとめたもの

である。 

 

国土交通省で示されているマニュアル及び要領等 

  

  ・電子基準点のみを既知点とした３級基準点測量マニュアル（案）について（令和 3年 6 月） 

  ・ＵＡＶを用いた公共測量マニュアル（案）について（平成 29 年 3月改正） 

  ・ＵＡＶ搭載型レーザスキャナを用いた公共測量マニュアル（案）について（令和 2年 3月改正） 

  ・地上レーザスキャナを用いた公共測量マニュアル（案）について（平成 30 年 3月改正） 

  ・ＧＮＳＳ測量による標高の測量マニュアルについて（平成 29 年 2月） 

  ・ネットワーク型ＲＴＫ-ＧＰＳを利用する公共測量マニュアル（案）（平成 17 年度） 

  ・LidarSLAM 技術を用いた公共測量マニュアル（令和 4年 6月） 
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２－１ 治山事業 

治山事業における測量業務及び設計業務を対象とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

森林整備保全事業調査、測量、設計及び計画業務標準仕様書の山地治山等測量では、「基

準点測量等」、「山地治山等測量」、「地すべり防止測量」に区分されている。 

この中で、山地治山等測量において、地形の形状を把握するものは、「中心線測量」、縦

断測量」、「横断測量」及び「構造物計画位置横断測量」である。このことから、この 4 つ

の工程について、ＩＣＴを活用した測量により実施する。 

 

  

図 2-1 治山事業におけるＩＣＴを活用した業務フロー 

（１） 測量業務 

（２） 設計業務 

（３） 施   工 

（４） 出来形管理 

（従来） （ＩＣＴ活用） 

中心線測量（測角測距法） 

縦断測量（レベル測量等） 

横断測量（ポール横断等） 

ＩＣＴを活用した地形測量 

・標定点の設置 

・３次元点群データの取得 

３次元点群データの処理 

地形データをもとに作図及

び数量算出 

（５） 納   品 

（６） 検   査 

測量結果をもとにした作

図及び数量算出 

・設計図書をもとにした

起工測量 

・丁張設置 

書類による検査 ３次元モデルによる検査 

・設計図書及び地形データ

に基づく起工測量 

・ＩＣＴ建機による施工 

３次元出来形管理 

３次元データ納品 設計図納品 

設計図と現地との検測 

要領（案）の適用範囲 
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図 2-2 測量項目の比較 

 

  

 

従来の方法 

 

現地踏査 

中心線測量 

縦断測量 

横断測量 

構造物計画位置横断測量 

測量業務 

ＩＣＴを活用する方法 

 

現地踏査 

ＩＣＴによる地形測量 

（標定点の設置） 

（地形の観測） 

（点群データの処理） 
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２－２ 林道事業 

本要領では、林道事業で実施されている、路線測量及び林道設計を適用範囲とする。 

 

  

図 2-3 林道事業におけるＩＣＴを活用した業務フロー 

（２） 路線測量 

（２） 林道設計 

（３） 施   工 

（４） 出来形管理 

（従来） （ＩＣＴ活用） 

中心線測量（測角測距法） 

縦断測量（レベル測量等） 

横断測量（ポール横断等） 

ＩＣＴを活用した地形測量 

・標定点の設置 

・３次元点群データの取得 

３次元点群データの処理 

地形データをもとに作図及

び数量算出 

（５） 納   品 

（６） 検   査 

測量結果をもとにした作

図及び数量算出 

・設計図書をもとにした

起工測量 

・丁張設置 

書類による検査 ３次元モデルによる検査 

・設計図書及び地形データ

に基づく起工測量 

・ＩＣＴ建機による施工 

３次元出来形管理 

３次元データ納品 設計図納品 

設計図と現地との検測 

要領（案）の適用範囲 
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森林整備保全事業調査、測量、設計及び計画業務標準仕様書では、路線測量は「基準点

測量」、「予備測量」、「実測量」に区分されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

路線測量の中で、工事実行に必要な測量は「実測量」であり、これには「I.P の選定」、

「中心線測量」、「縦断測量」、「横断測量」、「平面測量」、「伐開」がある。この中で、地形

の形状を把握するものは、「縦断測量」、「横断測量」及び「平面測量」であり、この工程

についてＩＣＴを活用することができる。ただし、一例として、短い区間の林道災害箇所

の場合、検討に必要な対象範囲すべての地形データを得ることができれば、ＩＣＴを活用

した測量により取得したデータで図上設計が可能となり、「I.P の選定」を省略すること

ができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-4 測量項目の比較  

 

 

基準点測量 

予備測量 

実測量 

公共測量作業規程により実施する。 

全体計画調査等で設定した路線の位置を現地に設定す

るために行うものとする。 

全体計画調査等を基として、現地実測によることを原

則とする。調査で設定した路線の位置を現地に設置す

るために行うものとする。 

従来の方法 

伐開 

I.P の選定 

中心線測量 

縦断測量 

横断測量 

平面測量 

予備測量 

実測量 

ＩＣＴを活用する方法 

伐開 
（図上設計が可能な場合

は省略） 
I.P の選定 

ＩＣＴによる地形測量 

（標定点の設置） 

（地形の観測） 

（点群データの処理） 
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３．ＩＣＴを活用した測量 

本実施要領で取り上げるＩＣＴ技術は、ＵＡＶ写真測量、ＵＡＶレーザ測量、地上レー

ザ測量、ＲＴＫ・ＧＮＳＳ測量、LiDAR 測量機の５つである。これらはいずれも３次元の

地形の情報を得るために使用するものである。 

また、前述の５つの測量方法に加えて、従来から行われてきた有人の航空機による航空

レーザについて、その既存データの活用方法についても取り上げる。 

 

３－１ 測量方法別の特徴 

本要領で示す５つの測量方法について、点的な測量方法であるＲＴＫ・ＧＮＳＳ測量を

除く４つの測量方法についてその特徴をまとめると以下のようになる。 

 

表 3-1 測量方法別の特徴 

 測量方法の特徴 対象範囲 作業時間 導入ｺｽﾄ 

ＵＡＶ写真測量 上空から対象物（地表面）が
目視できること 

100ha 以下 ◎ ◎ 

ＵＡＶレーザ測量 地上に木漏れ日が入る程度
の植生はあっても良い 

数百 ha ○ △ 

地上レーザ測量 地上レーザ機器設置箇所か
ら対象物が視認できること 

数 ha 以下 △ ○ 

LiDAR 測量 測定機器設置箇所から対象
物が視認できること 

数 ha 以下 ○ ○ 

 

ＵＡＶを用いるＵＡＶ写真測量とＵＡＶレーザ測量では、作業時間及び導入コストで

ＵＡＶ写真測量が有利であるが、上空から目視する必要があることから森林内の地表面

の取得は困難である。一方で、地上レーザ測量と LiDAR 測量では共に、樹冠の下部で測

定が可能である。違いは作業時間となっており、移動しながら測定可能な LiDAR 測量が

地上レーザ測量と比較して効率的となる。 

また、点的な測量となるＲＴＫ・ＧＮＳＳ測量では、上記の測量方法と比較して、測量

点数（座標を得た測点）は少ないが、従来の測角測距法と比較して、瞬時に測点の座標を

得ることが可能となる。また、測角測距法において、公共座標を得たい場合には近傍の基

準点から始める必要があったが、ＲＴＫ・ＧＮＳＳ測量では、容易に公共座標を得ること

が可能となる。しかし、その測量には上空の開空率が必要となり、林分内での測量には制

限がある。 
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３－２ ＵＡＶ写真測量 

ＵＡＶ写真測量は、ＵＡＶに搭載されたカメラによって撮影された写真を用いる方法

であり、カメラ搭載ＵＡＶ機体の汎用性が高まったことと、画像から地形データを解析

するソフトが開発されたことにより普及した技術である。 

 

３－２－１ 使用するＵＡＶ 

公共事業において使用するＵＡＶについては、国土交通省国土地理院発行の「公共測

量におけるＵＡＶの使用に関する安全基準（案）」（平成 28 年 3 月）により以下のよう

な基準を設けている。本要領においても安全面から原則として以下に示す基準に準ず

る機体を使用することとする。 

 

使用するＵＡＶの諸元等 

バッテリで駆動する中・小型のマルチコプター（複数の回転翼により運航するＵＡＶ）

で、測量機器等を搭載した運航時の総重量（ＵＡＶの機体やバッテリ、カメラ等の測量

機器を全て含む離陸時の全重量をいう。）が 25 ㎏未満のものとする。産業用の機体に加

えホビー用の機体についても、一定の要件を満たす場合であれば対象とする。 

 

使用するＵＡＶに必要な機能 

○自動運航機能 

機体に搭載された GNSS を利用して位置情報等を把握し、予め計画されたルートに

従い、自動で運航を行う機能。これにより、運航ルートの位置の精度を保持し、操

縦者に対する負担を減少させることが可能となる。 

 

○モニタ監視機能 

機体の位置や搭載された機器等の状態、バッテリ残量等を、モニタを通じてリア

ルタイムで監視できる機能。ＵＡＶの運航中、万が一視認できなくなる事態が発生

した場合、その位置や状態を把握することが期待でき、安全性を高める上で重要な

機能である。 
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○フェイルセーフ機能 

機体に異常が生じた場合等、運航を継続することができない事態が発生した場合、

直ちに運航を中止させる機能。中止した場合は、機体はあらかじめ指定された場所

に戻るか、その場でゆっくりと降下することが必要である。フェイルセーフ機能は、

以下のような場合に動作するものとする。 

 地上にあるモニタ、コントローラ等からの指示があった場合 

 あらかじめ指定された空域を逸脱して運航した場合 

 GNSS 信号を正常に受信できなくなった場合 

 地上にあるモニタ、コントローラ等との無線通信等が遮断した場合 

 バッテリ残量が指定値を下回った場合 

 その他、機体に異常が生じ、安定した運行を継続できなくなった場合 

 

○フライトログ記録機能 

ＵＡＶの運航位置や搭載された機器の状態等を記録する機能。万が一事故等が発

生した場合、フライトログを使用することで、その原因等の把握が容易になると期

待される。 

 

３－２－２ ＵＡＶの運航条件  

ＵＡＶの運航は、航空法（昭和 27 年法律第 231 号）と重要施設の周辺地域の上空にお

ける小型無人機等の飛行の禁止に関する法律（平成 28 年法律第９号。以下「小型無人機

等飛行禁止法」という。）の 2 つの法律を遵守した上で使用しなければならない。 

航空法および小型無人機等飛行禁止法により規制される空域、および飛行の方法を避

けて使用することを原則とする。 

なお、これら関係する法規等は頻繁に改正が行われていることに留意し、ＵＡＶを使用

する場合には最新の法令を確認した上で使用する必要がある。以下に示す内容は令和５

年３月のものである。 

 

①航空法に基づき、無人航空機の飛行許可が必要な空域 

○空港等の周辺の空域 

〇緊急用務空域 

○地表又は水面から 150ｍ以上の高さの空域 

○人口集中地区の上空 
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   図 3-1 飛行の許可が必要となる空域イメージ図（国土交通省ホームページより） 

 

②航空法に基づき、禁止又は地方航空局長の承認を受ける必要がある飛行の方法 

 ＜遵守事項＞ 

状況によらず遵守すべき事項 

○アルコール又は薬物等の影響下で飛行させないこと 

〇飛行前確認を行うこと 

〇航空機又は他の無人航空機との衝突を予防するよう飛行させること 

〇他人に迷惑を及ぼすような方法で飛行させないこと 

＜承認が必要となる飛行の方法＞ 

以下のルールによらずに無人航空機を飛行させようとする場合には、あらかじめ、地

方航空局長の承認を受ける必要がある。 

〇日中（日出から日没まで）に飛行させること 

〇目視（直接肉眼による）範囲内で無人航空機とその周囲を常時監視して飛行させ

ること 

〇人（第三者）又は物件（第三者の建物、自動車など）との間に 30ｍ以上の距離

を保って飛行させること 

〇祭礼、縁日など多数の人が集まる催しの上空で飛行させないこと 

〇爆発物など危険物を輸送しないこと 

〇無人航空機から物を投下しないこと 
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③小型無人機等飛行禁止法に基づき、飛行が禁止されている場所 

〇対象施設の敷地・区域の上空（レッド・ゾーン） 

〇周囲おおむね 300ｍの上空（イエロー・ゾーン） 

小型無人機等飛行禁止法に基づき指定する施設の詳細は警視庁のサイトより確認する。 

https://www.npa.go.jp/bureau/security/kogatamujinki/index.html 

 

④無人航空機登録及び機体認証等 

令和 4 年 6 月より航空法の改正により無人航空機の登録と機体情報の登録が義務

化されました。これは、特定飛行を行うことを目的とする無人航空機の強度、構造及

び性能について検査を行い、機体の安全性を確保する事を目的としている。よって、

使用するＵＡＶについては、認証制度を受けた機体とする。 

詳細に関しては以下の国土交通省のサイトより確認する。 

無人航空機登録制度：https://www.mlit.go.jp/koku/koku_ua_registration.html 

機体情報登録制度：https://www.mlit.go.jp/koku/certification.html#anc02 

 

⑤飛行計画の通報及び飛行日誌の作成 

令和 4 年 12 月より航空法の改正により飛行計画の通報と飛行日誌の作成が必要と

なったことから、ＵＡＶを使用する業務を行う場合には飛行計画の通報と飛行日誌の

作成を行うこととする。 

飛行計画の通報及び飛行日誌の作成に関しては以下の国土交通省のサイトより確

認する。 

https://www.mlit.go.jp/koku/operation.html 

 

⑥航空法の定められた手続き 

飛行許可の必要がある区域や飛行方法を行う場合には、所定の手続きを行い、飛行

の許可を得た後に飛行すること。 

 

⑦事故等の報告及び負傷者救護義務 

事故又は重大インシデントが発生した場合には、ただちに飛行を中止し、負傷者を

救護するとともに、当該事故又は重大インシデントが発生した日時及び場所などを国

道交通大臣に報告しなければならない。 
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（参考）無人航空機の飛行の方法（国土交通省ホームページより） 

 

［１］ アルコール又は薬物等の影響下で飛行させないこと 

［２］ 飛行前確認を行うこと 

［３］ 航空機又は他の無人航空機との衝突を予防するよう飛行させること 

［４］ 他人に迷惑を及ぼすような方法で飛行させないこと 

［５］ 日中（日出から日没まで）に飛行させること 

［６］ 目視（直接肉眼による）範囲内で無人航空機とその周囲を常時監視して飛行

させること 

［７］ 人（第三者）又は物件（第三者の建物、自動車など）との間に３０ｍ以上の

距離を保って飛行させること 

［８］ 祭礼、縁日など多数の人が集まる催しの上空で飛行させないこと 

［９］ 爆発物など危険物を輸送しないこと 

［10］ 無人航空機から物を投下しないこと 

 

＜遵守事項となる飛行の方法＞

 

 
＜承認が必要となる飛行の方法＞ 

 
  



16 
 

（参考）小型無人機等飛行禁止法の概要（警視庁ホームページより） 
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３－２－３ 数値地形図の地図情報レベル及び精度 

ＵＡＶ写真測量において作成する数値地形図の精度は、地図情報レベル別に標準偏

差が異なる。ＵＡＶ写真測量の実施に当たっては成果品に必要な精度を検討し決定す

る。なお、実施設計を伴う地形測量に当たっては、地図情報レベル 250 及び 500 を標

準とする。 

 

表 3-2 地図情報レベル別の精度（赤枠：治山事業及び林道事業で適用するレベル） 

 
 

（参考）地図情報レベルの選定例 

精度の高い、地図情報レベル 250 については、林道の路線測量や構造物の出来形管

理などでの活用が適している。一方で、地図情報レベル 500 については、治山事業の

治山ダムや山腹工の測量成果としての活用が考えられる。 

 

（参考）地図情報レベルと標準偏差 

地図情報レベル別に示した標準偏差は、標定点により位置及び縮尺を補正した結果

をもとに、検証点で差分を出した値の標準偏差である。この精度には、標定点・検証点

の位置精度に加え地上画素寸法や写真の重複度等が影響を与える。よって、所要の精度

を達成できなかった場合には、地上画素寸法や写真の重複度を変えて再度撮影し、３次

元点群データを作成する必要がある。 

 

３－２－４ 標定点及び検証点の設置 

標定点とは、ＵＡＶ写真測量に必要となる水平位置及び標高の基準となる点である。

また、検証点とは標定点により補正された水平位置及び標高が正しい位置にあるか判

断するための点である。 

この標定点及び検証点には、上空のＵＡＶから確認可能な対空標識を設置する。この

対空標識は、上空から認識しやすい形状、色等を選択することとし、寸法については、

撮影した写真データに対空標識の辺長又は円形の直径が 15画素以上写る大きさを標準

とする。 
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（参考）国土交通省国土地理院で標準としている模様 

 
図 3-2 対空標識の模様 

（「ＵＡＶを用いた公共測量マニュアル平成 29 年 3 月改定版」より引用） 

 

標定点及び検証点の配置は、計測対象範囲の形状、高低差、撮影コース、地表面の状

態等を考慮して配置する。具体的には、「ＵＡＶを用いた公共測量マニュアル平成 29 年

3 月改定版」に示された内容に準ずるものとする。 

しかし、一方で山間地において伐採していない外側に標定点を設置することは難し

いことから、内側であるが概ね伐採境界付近に設置した標定点については、外側と判断

できるものとする。 

 

（参考） 

「ＵＡＶを用いた公共測量マニュアル平成 29 年 3 月改定版」に示されている運用基準 

（１）標定点は、計測対象範囲を囲むように配置する「外側標定点」と計測対象範囲内

に配置する「内測標定点」で構成する。 

（２）標定点の配置間隔は、外側標定点間が 100ｍ以内、内測標定点間が 200ｍとなる

ように配置する（位置精度 0.10ｍ以内の場合）。 

（３）計測対象範囲の高低差が大きい場合には、標高の高い点と低い点に標定点を配置

することが望ましい。 

（４）検証点は、標定点とは別に設置するもので、標定点から離れた場所で、計測対象

範囲に均等に配置することを標準とする。また、検証点の設置数は、標定点の半数

以上を標準とする。 

外側標定点 

・計測対象範囲を囲むように配置 

・隣り合う外側標定点の距離は100ｍ以内 

内側標定点 

・内側標定点は最低1 点とする。 

・内側標定点とそれを囲む標定点との距離は200ｍ以内 

検証点 

・標定点の総数の半数以上（端数は繰り上げ） 

・計測対象範囲内に均等に配置  
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３－２－５ 標定点及び検証点の測量 

標定点及び検証点は原則として公共座標により位置を把握することとする。ただし、

対象地周辺に基準点がなく、公共座標での観測が困難と判断される場合には、任意座標

系により観測しても良い。 

なお、標定点及び検証点の測量に当たっては、国土地理院認定 1 級のＲＴＫ-ＧＮＳ

Ｓ測量機を用いた場合、測角測距による測量を省略しても良い。 

 

（参考）ＲＴＫ－ＧＮＳＳ測位器 

ＲＴＫ-ＧＮＳＳ測位器であれば、測点に設置して数秒で位置情報を取得可能で、取

得時の誤差も把握可能である。ただし、ネットワーク型の場合、携帯電話の電波を使用

するため、電波の受信可能圏内である必要があることと、衛星からの電波を使用してい

ることから上空が開けた場所である必要がある。 

 

 

写真 3-1 ＲＴＫ-ＧＮＳＳ測位器による観測状況 

     （Leica 社 GS18T） 
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３－２－６ 写真撮影 

①撮影計画 

写真撮影では、作成する地図情報レベル、地上画素寸法、対地高度、使用機器、地

形形状、土地被覆率、気象条件をまとめた撮影計画を策定する。 

 

②撮影コース 

撮影コースは、直線及び等高度で撮影することを標準とし、計測対象範囲内に空白

部を生じさせないコース及び外側標定点が撮影範囲内に入るコースを設定する。 

 

③写真の重複度 

写真の重複度は、同一コース内の隣接する写真で80％、隣接コース間の写真で60％

以上を標準とする。 

 

 
図 3-3 同一コース内の重複・隣接コース間の重複イメージ図 
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④地上画素寸法 

デジタルカメラによる撮影で得られる画像では、カメラ性能、撮影画素数、撮影高

度により、１ピクセル当たりの寸法が決まる。写真測量を行う場合の地上画素寸法は、

作成する地図情報レベルに応じて、次表を標準とする。 

 

地図情報レベル 地上画素寸法 

250 0.02ｍ以内 

500 0.03ｍ以内 

 

地上画素寸法は、カメラのイメージセンサーサイズ及び焦点距離、撮影高度、撮影

画素数により、以下の式で算出できる（表 3-3）。 

 

地上画素寸法＝イメージセンサーサイズ÷焦点距離×撮影高度÷撮影画素数 
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表 3-3 代表的な機種による撮影高度と地上画素寸法 

 
 

 

 

 

                     【参考】 

 
 

 

 

 

 

※表中の機種の焦点距離は、35mm 換算で示されている焦点距離ではなく実際の距離を示している 

名称 Ｍａｖｉｃ２Ｚｏｏｍ 名称 Phantom4 PRO RTK

画素サイズ（px） 4000 × 3000 画素サイズ（px） 5472 × 3648

画素数 画素数
イメージセンサー

サイズ（mm） 6.2
1/2.3型

× 4.7
イメージセンサー

サイズ（mm） 13.2
1型
× 8.8

焦点距離(mm) 4.39 焦点距離(mm) 8.80
⾼度（距離）

（ｍ）
撮影範囲横

（ｍ）
撮影範囲縦

（ｍ）
地上画素⼨法

（ｍ）
⾼度（距離）

（ｍ）
撮影範囲横

（ｍ）
撮影範囲縦

（ｍ）
地上画素⼨法

（ｍ）
10 14.1 10.7 0.00353 10 15.0 10.0 0.00274
20 28.2 21.4 0.00706 20 30.0 20.0 0.00548
30 42.4 32.1 0.01059 30 45.0 30.0 0.00822
40 56.5 42.8 0.01412 40 60.0 40.0 0.01096
50 70.6 53.5 0.01765 50 75.0 50.0 0.01371
60 84.7 64.2 0.02118 60 90.0 60.0 0.01645
70 98.9 74.9 0.02472 70 105.0 70.0 0.01919
80 113.0 85.6 0.02825 80 120.0 80.0 0.02193
90 127.1 96.4 0.03178 90 135.0 90.0 0.02467
100 141.2 107.1 0.03531 100 150.0 100.0 0.02741

20,000,000（20M）12,000,000（12M）

名称 INSPIRE2 名称 SONYα7R

画素サイズ（px） 5280 × 3956 画素サイズ（px） 7360 × 4912

画素数 画素数
イメージセンサー

サイズ（mm） 17.3
4/3型

× 13.0
イメージセンサー

サイズ（mm） 35.9
1型
× 24.0

焦点距離(mm) 15.00 焦点距離(mm) 35.00
⾼度（距離）

（ｍ）
撮影範囲横

（ｍ）
撮影範囲縦

（ｍ）
地上画素⼨法

（ｍ）
⾼度（距離）

（ｍ）
撮影範囲横

（ｍ）
撮影範囲縦

（ｍ）
地上画素⼨法

（ｍ）
10 11.5 8.7 0.00218 10 10.3 6.9 0.00139
20 23.1 17.3 0.00437 20 20.6 13.7 0.00237
30 34.6 26.0 0.00655 30 30.9 20.6 0.00355
40 46.1 34.7 0.00874 40 41.1 27.4 0.00474
50 57.7 43.3 0.01092 50 51.4 34.3 0.00592
60 69.2 52.0 0.01311 60 61.7 41.1 0.00710
70 80.7 60.7 0.01529 70 72.0 48.0 0.00829
80 92.3 69.3 0.01747 80 82.3 54.9 0.00947
90 103.8 78.0 0.01966 90 92.6 61.7 0.01066
100 115.3 86.7 0.02184 100 102.9 68.6 0.01184

20,800,000（20M） 36,400,000（36M）
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３－２－７ 山地での留意点 

①重複度について 

写真測量により点群データを取得するためには、写真の重複度が重要となる。写真

測量では、異なる視点位置から撮影された画像内の重複箇所から同一点の検出を行

っている。この同一点の検出では、人工物のように特徴点が明瞭なものが適している

が、山地のように特徴的な点が少ない箇所では、この検出率が低下する可能性がある。

よって、山間部で一様な樹冠が広がるような箇所では、重複度を上げるような対策

（80％以上が望ましい）が必要となる。ただし、重複度を高く設定することで点群デ

ータの作成には有利となるが、使用する写真の枚数が増えることから、写真撮影や点

群処理等にかかる労力が増加することに留意する必要がある。 

 

②飛行高度と対地高度について 

写真撮影では、一定の方向や間隔の画像を得るため、自動運航により撮影すること

が一般的である。この自動運航では、運航コース、飛行高度、速度、撮影間隔等を設

定することが可能で、目指す重複度から速度や撮影間隔を設定する。ただし、この飛

行高度は、自動運航ソフトによっては、離陸した箇所（ホームポイント）との対地高

度であり、一定の高度で飛行するものがある。 

山間部では、地表の高さは一定でなく傾斜している場合が多い。この様な地形条件

において、広範囲な撮影を一度に行うと、一定の高度で飛行することになり、撮影箇

所の対地高度が大きく変化する場合がある。 

対地高度が高くなった場合には、撮影される画像の画素サイズが大きくなり、必要

な地上画素寸法を越えてしまう可能性や、航空法で定められた対地高度 150ｍを越え

てしまう危険性などがある。 

 

  

 

図 3-4 山地における UAV 写真撮影の留意点 
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飛行高度と対地高度の違いについては、以下の２つの対策がある。 

 

・ゾーン区分を行い撮影する方法 

調査対象範囲をいくつかのゾーンに分け、それぞれのゾーンで対地高度を設定す

る方法がある。これにより、重複度の変化や障害物に衝突する危険性は軽減される

が、ゾーン毎に撮影することと、それぞれに運航計画を立てる必要があり作業時間

が増えることとなる。 

 

・標高に合わせて飛行高度を変更可能なソフトを使用する 

自動運航には、様々なソフトがあり運用されている。その中には、あらかじめ対

象範囲の標高データを取り込むことで、飛行高度を変化させることが可能なもの

がある。このソフトを使用することで、作業時間の増加は発生しないが、利用料が

発生する場合が多い。 

 

③急峻な地形や林内の撮影 

山腹崩壊地の源頭部等でオーバーハングした地形や、崩壊地周辺部又は治山ダム

の袖部など樹木の樹冠に覆われた箇所では、上空からの写真撮影により地表面を捉

えることが困難である。そういった場合には、上空からではなく、斜めからの写真も

多く撮影し、上空からのデータとともに３次元形状復元計算を行うことで、解析範囲

が大きく広がる。 

 

  

 

図 3-5 急峻な地形や林内の撮影 
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３－３ ＵＡＶレーザ測量 

ＵＡＶレーザ測量は、レーザスキャナを搭載したＵＡＶにより地形データ等を測量す

るものである。従来行われてきた有人の航空機から行う航空レーザ測量と同様の原理で、

近年精度の高いＧＮＳＳ測位器や姿勢制御のためのＩＭＵ等の機材が安価かつ小型化さ

れたことにより、急激に普及している技術である。 

 

３－３－１ 使用するＵＡＶ 

使用するＵＡＶは原則として、「３－２ ＵＡＶ写真測量」で示した内容に準ずる。

ただし、レーザ測量では、距離を把握するレーザスキャナ機材に加え、姿勢制御を行う

ＩＭＵや観測位置を正確に把握するためのＲＴＫ・ＧＮＳＳ測量機等を搭載する必要

があることから、ＵＡＶ写真測量と比較して大型となる。 

 

 
写真 3-2 ＵＡＶレーザ測量に用いる機体 

（DJI MATRICE600 重量 10kg 最大離陸重量 15.5kg 回転翼 6 枚） 

 

（参考）レーザ測量機材等の性能 

 

 
※1 レーザ拡散角：レーザ光の広がり角のことで、スポット径の大きさを決定する値。 

※2 マルチパルス：一つのレーザパルスから複数の反射パルス情報を記録できる機能のこと。 
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３－３－２ ボアサイトキャリブレーションの実施 

ＵＡＶレーザ測量で使用する機体は、測量作業前 6 か月以内にボアサイトキャリブ

レーションを実施することを標準とする。また、ＩＭＵ等の機材を再設置した場合には、

その都度ボアサイトキャリブレーションを実施することとする。 

ＵＡＶレーザ測量では、ＩＭＵ（慣性計測装置）を用いて、レーザ測量機の姿勢や射

出方向を把握している。ボアサイトキャリブレーションとは、このＩＭＵの三軸とレー

ザ測量機の三軸の差（ミスアライメント角）を求める作業である。理論上ＩＭＵで把握

している三軸方向とレーザ測量機の三軸方向が一緒であれば、測定結果を補正する必

要は無いが、実際には僅かな誤差が発生する。そこで、ボアサイトキャリブレーション

を行い、誤差量を正確に把握することで、測定結果の補正を行うことが可能となる。 

 

         

        図 3-6 ＩＭＵとレーザ測量機の誤差イメージ図 
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３－３－３ ＵＡＶの運航条件 

ＵＡＶの運航条件は原則として、「３－２ ＵＡＶ写真測量」で示した内容に準ずる。

ただし、機体が大型であることから、その運航に当たっては安全の確保に留意する必要

がある。安全確保に当たっては、作業者の安全と、一般市民への安全の両面から対策を

とり、万全の安全確保を徹底する。 

 

テスト飛行 

ＵＡＶの運航は、事前に策定した運航計画に基づき実施することとなるが、山間

地では、樹木の枝葉や地形の変化することがあり、現地での確認が必要となる。よ

って、大型のＵＡＶを山地で運航する場合には、現地確認のため、事前に小型のＵ

ＡＶで飛行テストすることが望ましい。これにより、接触等により墜落した場合の

被害を最小限にとどめることが可能である。また事前にテスト飛行することで、目

的とする対象地域が網羅されているかを確認可能であり、運航の安全確保と効率的

な業務遂行に資することができる。 

 

（参考）安全確保 

ＵＡＶレーザ測量における安全確保の対象は、次の二つがある。一つは作業者に

対してであり、現場作業における基本的な労働安全のみならず、現場作業で適切な

措置を講じなければならないとしている。ＵＡＶ機体の落下を想定したヘルメット

の着用や、プロペラへの接触ならびにレーザ測距装置のレーザ光の目への影響等を

考慮した安全用具の装着が想定される。 

もう一つは一般市民などに対してであり、ＵＡＶ機体が一般市民に影響がある場

合には、速やかに対処しなければならない。特にＵＡＶの事故等は社会的な影響が

大きいため、取扱いには万全な安全確保の体制が必要とされる。 

 

３－３－４ 成果品の要求点密度と要求精度 

ＵＡＶレーザ測量では、３次元の情報をもった点の集まり（点群）が成果品となる。

ＵＡＶレーザ測量では、この点の密度とその精度を示すことで飛行計画等を作成する

ことができる。 

この要求点密度は、観測時に取得するオリジナルデータと、作業で使用するグリッド

データでそれぞれ示し、成果品の使用目的に応じて設定する必要がある。国土交通省国

土地理院発行の「ＵＡＶ搭載型レーザスキャナを用いた公共測量マニュアル（案）」（令

和 2 年３月改正）によると、巻末資料として成果品の要求仕様として以下の内容が示

されており、本要領においてもこれに準じて設定する。 
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（参考）成果品の要求仕様 

 

  

※2 出来形管理要領において規定されている出来形計測及び起工測量に必要な点密度は上

の表のとおりグリッドデータ化後の点密度である。従って、※1 にあるとおり現地の植生等

の状況によって要求点密度を適宜増やす必要がある。 
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３－３－５ 標定点の設置 

ＵＡＶレーザ測量における標定点の設置については、１km2 程度までの範囲であれ

ば２点以上の標定点を設置することを標準とする。また、その位置の把握については、

「３－２－５標定点及び検証点の測量」に準じて測量することとする。 

 

３－３－６ 作業計画の作成 

測量作業着手前に、作業地域、作業内容、作業量、完成時期等を踏まえ、実施体制、

要員、日程、安全確保等について適切な作業計画を作成する。 
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３－３－７ 計測諸元 

ＵＡＶレーザ計測に当たっては、以下の計測諸元を標準として実施する。 

    

   表 3-4 計測諸元の標準値 

 

 

なお、標準的な計測点間距離とは、ＵＡＶレーザ計測の各計測点間の標準的な距離を

いい、要求点間距離と定数（θ）を用いた次の式で求めることを標準とする。なお、要

求点間距離とは、成果品として求められる標準的な点密度の点間距離をいう。 

 

計測点間距離＝要求点間距離／θ (θ：1.1～1.5) 
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（参考）計測諸元の解説 

国土交通省国土地理院発行の「ＵＡＶ搭載型レーザスキャナを用いた公共測量マニ

ュアル（案）」（令和 2 年３月改正）によると、計測諸元の解説として以下の内容が示さ

れている。 
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３－３－８ 山地での留意点 

○地形条件による検討 

ＵＡＶレーザ測量では、地形の起伏により点群密度が変化する。山間地の地形は、

様々な方向に傾斜している。ＵＡＶの位置から反対側に傾斜している場合には、点群

密度が低下することから、現地の地形条件に応じて対地高度や重複率を変更し、必要

となる点群密度を確保する必要がある。 

          図 3-7 ＵＡＶの位置と地形による点密度の違い 

 

○植生条件による検討 

ＵＡＶレーザ測量では、地表の植生状況により目的とする地表面のデータが取得で

きない場合がある。従来の航空レーザ測量と同様に、ササの密集箇所や樹冠がうっ閉

しているヒノキ林や照葉樹林などでは、地表データの取得が困難となることから、必

要に応じて、地表部の踏査を行う必要がある。 

             図 3-8 植生条件による地表面の点密度の違い 
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○衛星の位置 

ＵＡＶの位置をＧＮＳＳ測位器で把握している場合には、使用している衛星の配置

が重要になってくる。特に山間地で飛行する場合には、衛星の電波が山腹斜面に遮ら

れるおそれがあることから、平野部で使用する場合と比較して条件が悪くなる可能性

がある。よって、作業計画の立案に当たっては飛行予定日の衛星の配置を確認し、飛

行に適した時刻を選定することが望ましい。 

 

○クロス飛行の実施 

山間部では樹木などの遮蔽物により、地表面まで達するレーザの密度が変化する。

よって、複雑な遮蔽物が多い山間部では、観測を異なる２方向から行うクロス飛行に

より、地表面まで達するレーザの数が向上する。これにより、飛行距離が長くなるこ

とから、初回の観測には時間がかかるが、精度不足による再測の危険性が軽減する。 

 

              図 3-9 クロス飛行のコース例 
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３－４ 地上レーザ測量 

地上レーザ測量は、特定の位置に機械を据え付け、前方に断面を測量するようにレー

ザ光を照射すると同時に、機器本体を回転させることにより周囲に存在する地形・地物

までの方向と距離を面的に観測し、３次元の点群として把握するものである。測量機器

でのレーザの活用は、照射数や照射速度を増加させることにより、トータルステーショ

ンのような点的なものから、航空レーザや車載レーザのような横断方向に線的なものへ

変化し、地上レーザ測量では面的な観測ができるようになった。 

 

３－４－１ 使用する地上レーザスキャナ 

地上レーザスキャナは、下記の性能を有するものを使用する。 

・地上レーザスキャナの距離観測方法はＴＯＦ方式※１又は位相差方式※2とする。 

・スポット径が分かる。 

・観測点の水平及び垂直方向の角度の観測間隔が分かる。 

・標準的な地形・地物が入射角 1.5 度以上で観測できる。 

 

※1 ＴＯＦ方式：測定対象物にレーザ光線を照射してレーザが返ってくるまでの時間を測定し距離

に換算する方式 

※2 位相差方式：複数に変調させたレーザ光を照射し、対象物に当たって戻ってきた拡散反射成分

の位相差により、対象物との距離を求める方式 

 

３－４－２ 標定点の配置 

標定点とは、座標変換により地上レーザスキャナに水平位置と標高、方向を与えるた

めの基準となる点である。標定点の精度は、地図情報レベルに応じて次表を標準とする。 

 

精度 

地図情報レベル 

水平位置 

（標準偏差） 

標高 

（標準偏差） 

250 0.1ｍ以内 0.1ｍ以内 

500 0.1ｍ以内 0.1ｍ以内 

 

また、標定点間の距離の許容範囲は、次表に規定するもの又はこれらと同等以上のも

のを標準とする。 

 S：点間距離の計算値（ｍ） 
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標定点は、地上レーザスキャナの設置位置とともに以下の項目に配慮して適切に設

置するものとする。なお、標定点は、レーザ観測の有効範囲の外に設置することを原則

とする。 

・ 作業範囲の大きさ           ・ 地上レーザスキャナの性能 

・ レーザ光の地形上でのスポット長径    ・ レーザ光の地物からの反射強度 

・ 測地座標系への変換の方法 

 

３－４－３ 標識の配置 

標定点の上には、その中心が所定の精度で観測可能な形状及び大きさの標識を設置

することを原則とする。その際、以下の点に留意することとする。 

 

１ 標識の形状及び反射特性は、地上レーザスキャナのメーカが推奨するものを使用

することを原則とする。 

２ 標識の大きさは、地上レーザスキャナからの距離に応じて選択するものとする。 

３ 標識は、地上レーザスキャナに対して正対して設置しなければならない。 

４ 標識と同等の観測精度が得られる地物を用いる場合は、標識を設置しなくともよ

いものとする。 
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（参考）標識の設置 

国土交通省国土地理院発行「地上レーザスキャナを用いた公共測量マニュアル

（案）」（平成 30 年 3 月）によると、標識について以下のような解説が示されている。 

 

 

 

３－４－４ 山地での留意点 

○植生の状況 

地上レーザ測量においてもＵＡＶレーザ測量と同様に、周辺の植生の繁茂状況に

よって、測量成果が大きく異なる。対象地の植生の状況によっては、伐開作業を行う

か他の測量方法に変更することを検討する必要がある。 

 

○未測定箇所発生の防止 

地上レーザ測量を行う場合には、測定済みの範囲を適正に把握し、未測定箇所が発

生しないように実施する必要がある。特に、山間地では、樹木等の植生や倒木などの

障害物が点在することと、地表面も凹凸が多いことから、機械設置箇所からレーザが

届かない場所が発生しやすい。地上レーザ測量では、測量中に未測定の箇所を把握す

ることは難しい。 
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よって、山地で地上レーザ測量を実施する場合には、様々な障害物や微地形を考慮

して実施するとともに、現地もしくは近くの場所で測量成果の解析を行い、未測量箇

所がないか確認することが望ましい。 

 

○機材性能の動作確認 

近年の地上レーザ計測機器には、自分姿勢及び慣性運動を検出するＩＭＵセンサー

や複数のカメラにより周辺の情報を得て自分の位置を判断する視的管制システム（Ｖ

ＩＳ）などの機能が付いている。これらの機能については、山地での動作確認を十分

行った上で測量を行う必要がある。 
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３－５ LiDAR 測量 

本要領で取り扱う LiDAR 測量は、ＳＬＡＭ（スラム）といわれる位置特定と地図作成

を同時に実行するシステムを使用し、移動しながら測位することが可能な測量機器であ

る。ＳＬＡＭ（スラム）とは Simultaneous Localization and Mapping の略で、移動体

においてその位置特定と地図作成を同時に実行するシステムである。近年その形状が小

型化し、手荷物タイプや携帯電話やタブレットなどにも実装されたことから、非常に簡

単に短時間で地形データを得ることが可能となった技術である。 

 

３－５－１ 使用する LiDAR 測量機 

LiDAR 測量機は、要求仕様を満たす成果が得られることを確認するための精度・性能

試験を行ったものでなければならない。機器の精度・性能試験は、オリジナルデータを

作成し、標定点残差と検証点較差を確認するとともに、標識又は標高値が既知である一

定のサイズの平坦面の５か所以上において、点密度及び計測点の標高のバラつきを確認

する。また、計測結果により当該機器の有効範囲を設定し、有効範囲内において概ね満

たすことができる点密度を把握する。 

 

３－５－2 標定点及び検証点の設置 

LiDAR 測量では、任意の点から開始して、前回の測定結果と関連性をもって、マッ

ピングするシステムであることから、完成した点群は任意座標系となる。よって、測定

箇所の座標を得るためには座標が分かっている点として標定点の設置が必要となる。

また、その点群データの精度を確認するためには検証点の設置も必要である。 

LiDAR 測量機器は多様な性能があり、測定距離 5ｍ程度のものから 100ｍ程度のも

のまである。標定点及び検証点の設置については、使用する機器の性能及び測量範囲に

応じ、設置することを原則する。 

機器の性能及び測量範囲に応じて標定点の設置数を決定しがたい場合には、調査範

囲を囲むように４点以上を設置し、検証点は標定点半数以上とする。 
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（参考）LiDAR 測量での標定点の設置 

令和 4 年度ＩＣＴを活用した施工の確立に向けた調査事業において、以下の機種及

び標定点の設置密度で現地測量を実施し、横断測量での公差が概ね±10cm 以内の測量

精度を得た。 

 

表 3-5  現地測量の詳細 

機種 測定可能距離 測定範囲 標定点数 設置間隔 備 考 

iPadPro 
（第 6 世代） 

5ｍ 0.04ha 3 点 平均 3.5ｍ 
横断延長 12ｍ 
（1 横断のみ） 

LiGrip 120ｍ 2.50ha 4 点 平均 49.6ｍ 
中心線延長 200ｍ 

（5 横断） 

 

 

 

 

       iPad Pro（第 6 世代）          LiGrip 

 

 

３－５－３ LiDAR 測量の実施 

LiDAR 測量では、定期的にレーザを照射して地形を計測する手法であることから、

移動速度が点密度に影響を与える。よって、LiDAR 測量の計測に当たっては、使用す

る LiDAR 測量機の推奨する計測速度を把握し、その速度で計測することとする。 

 

３－５－４ LiDAR 測量の精度 

LiDAR 測量では、機器及び測定距離によって LiDAR 精度が異なる。一般的には数

cm 程度の精度の機器が多い。測量成果の精度管理は、標定点及び検証点を用いて精度

管理を行うこととする。 

LiDAR 精度が数 cm であることから、横断測量や簡易な測量等の 10cm 公差の測量

に用いることが望ましい。 

 

（参考）LiDAR 精度の例 

 

表 3-6  LiDAR 精度 

機種 測定精度（LiDAR Accuracy） 備 考 

iPadPro（第 6 世代） 測定距離 2ｍ ±0.02ｍ  

LiGrip 測定距離 120ｍ ±0.03ｍ  
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３－５－５ 山地での留意点 

LiDAR 測量では、２つの測量結果の中で特徴点として判断される同一点と推定され

る点の位置関係から２つの測量結果をつなげている。これを繰り返すことで広い範囲

の点群データを得ることが可能となる。よって、この特徴点の想定が困難な場合には、

点群のマッピングが正常に作動せず、実際と異なる点群データとなる場合がある。特徴

点として認識が困難なものとして植物が挙げられる。樹木の枝葉や草本等は同じよう

な形状のものが密集していることや、風などによって揺らぐことで、特徴点として同じ

であろう点の抽出が困難になる。 

また、LiDAR 測量の特徴として、急激な屈曲の繰り返しや、同じ箇所に戻ってくる

ような測定方法は不向きである。特に特徴点が少なくなりやすい山地では、可能な限り

単純な経路とすることが望ましい。LiDAR 測量では、直前の測量結果と比較すること

で点群をマッピングするシステムであることから、同じ場所に帰ってきたときに、かな

り前に測定した結果との比較は行われない。このことから、同じ場所であっても違う場

所として二重の点群が作成される場合や、全く異なる場所として点群を作成する場合

があることを留意する必要がある。 

よって、山間地で LiDAR 測量を実施する場合には、植生から一定以上の距離がある

こと、形状がシンプルな構造物（路体等を含む）等が近傍にあること、単純な測定経路

とすることなどに留意する必要がある。 

 

・植生から一定以上の距離があること   ・単純な測定経路とすること  

・形状がシンプルな構造物等が近傍にあること  
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３－６ ＲＴＫ・ＧＮＳＳ測量 

ＲＴＫ・ＧＮＳＳ測量とは、ＲＴＫ（Real Time Kinematic）とＧＮＳＳ（Global 

Navigation Satellite System）を合わせたもので、衛星を活用したＧＮＳＳ測量の誤差

を補正するための情報をリアルタイムに取得し、その精度を向上させる測量方法である。 

 

３－６－１ ＲＴＫ・ＧＮＳＳ測量の概要 

ＧＮＳＳ測量は、複数の衛星から送信される電波を受信して、各衛星からの距離を求

め、自己位置を算出する方法である。この衛星からの電波は、電離層や対流圏を通過す

る必要があり、これらの条件によって伝達時間が異なる。よって、ＧＮＳＳ測量におい

て正確な位置情報を得るためには、観測時の伝達時間のズレを補正する必要がある。 

このＲＴＫ・ＧＮＳＳ測量では、正確な位置情報が与えられている既知点に固定局と

なるアンテナを設置し、観測によって得られる位置情報と既知点の位置情報を比較し、

補正情報を算出する。その算出結果を、位置を求める点で観測している移動局に送信し、

観測時の正確な位置を算出するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-10 ＲＴＫ・ＧＮＳＳ測量の概略図 

 

３－６－２ ＲＴＫ・ＧＮＳＳ測量の種類 

ＲＴＫ・ＧＮＳＳ測量には、大きく２つのタイプに区分される、一つはＧＮＳＳアン

テナを既知の測点に設置し、移動局の別のＧＮＳＳアンテナで受信する方法、もう一つ

がネットワークを経由して補正情報を得る方法である。前者の場合には位置が分かっ

電離層 

対流圏 

固定局 

（既知点） 

移動局 

（観測点） 

補正情報 

衛星 
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ている既知点とＧＮＳＳアンテナが２つ必要になるが、後者の場合は既知点のアンテ

ナ設置が不要でＧＮＳＳアンテナは１つでよい利点があるが、ネットワークに接続可

能な環境が必要となる。本要領では、前者を「ＲＴＫ法」、後者を「ネットワーク型Ｒ

ＴＫ法」とする。 

また、ネットワーク型ＲＴＫ法は、補正情報の算出アルゴリズムの違いから、さらに

ＶＲＳ方式※１、とＦＫＰ方式※２の２種類に分けられる。 

 

 

 

 

 

 

３－６－３ 使用するＲＴＫ・ＧＮＳＳ測量機 

使用するＲＴＫ・ＧＮＳＳ測量機種は、国土地理院認定 1 級（2 周波）に指定された

機種、又はそれと同等以上の性能を有し、適正な精度管理が行われている機種とする。 

 

（参考）国土地理院認定機種及びその性能について 

 

 国土地理院認定機種については、下記の URL から確認可能である。 

 

 ページ名：国土地理院 登録機種一覧簿  

URL：https://psgsv2.gsi.go.jp/koukyou/kihon/kisyu/index.htm 

    

また、国土地理院認定 1 級と同等以上の性能を判断する場合には、測量機器性能基

準に示された分類及び精度を基準とし、測量機器性能検定要領に示された方法で実施し

て判断する。 

  

※１：ＶＲＳ方式とは Virtual Reference Station の略で、複数の基準点から求められる仮想基準点を測量箇所

近傍に設定し、その設定箇所における補正情報を計算により算出し移動局に送る方式である。 

 

＊２：ＦＫＰ方式とは Float, Known, Position の略で、各基準点の周辺にパラメータ平面を想定し、測量箇所が

属する平面を特定し、そのパラメータ平面の傾斜等から算出した補正情報を移動局に送る方式である。 
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測量機器性能基準（平成 28 年 3 月 28 日改正）からの抜粋 

 

 

 

GNSS 測量機の級別性能分類 

級別 受信帯域数 観測⽅法 

1 ２周波 
(L1, L2) 

RTK 法 
ネットワーク型 RTK 法 

2 1 周波 
(L1) RTK 法 

 
上記観測⽅法の公称測定精度、公称測定可能距離及び最⼩解析値は、下表のとおりとする。 

観測⽅法 公称測定精度 公称測定可能距離 最⼩解析値 

RTK 法 ±20 ㎜+2×10−6・D 以下 − 1 ㎜ 
ネットワーク型 RTK 法 ±20 ㎜+2×10−6・D 以下 − 1 ㎜ 

ただし、D は測定距離とする。 

GNSS 測量機の性能基準 

(1)  外観、構造及び機能 
測定精度に影響しないものとする。 
 

(2)  性能 
1) 級別性能基準は、次表を標準とする。 

判 定 項 ⽬ 
級別性能基準 

1 級 2 級 

受信帯域数 
GNSS 受信機 2 周波 1 周波 

GNSS アンテナ 2 周波 1 周波 
解析ソフトウエア 2 周波 1 周波 

求 ⼼ 器 の 精 度 1 ㎜以下 2 ㎜以下 

 
2) 観測⽅法別性能基準は、次表を標準とし⽐較基線場における測定により、総合性能を判定する。 

判定項⽬ 
観測⽅法別性能基準 

RTK 法 ﾈｯﾄﾜｰｸ型 RTK 法 

⊿n 15 ㎜以内 
⊿e 15 ㎜以内 
⊿u 50 ㎜以内 

 

ただし、⽐較基線場における距離及び測定時間は、次表を標準とする。 
なお、GPS・準天頂衛星及び GLONASS 衛星からの電波が受信可能な機種については、GPS・準天

頂衛星のみの測定及び GPS・準天頂衛星に GLONASS 衛星を加えた測定を⾏い、総合的に判定する。 

観 測 ⽅ 法 距離 測定時間 
使⽤衛星数 

ﾃﾞｰﾀ取得間隔 GPS・ 
準天頂衛星 

GPS・準天頂 
衛星及び

GLONASS 衛星 
RTK 法 200m 10 秒以上 5 衛星以上 ６衛星以上 1 秒 

ﾈｯﾄﾜｰｸ型 RTK 法 200m 10 秒以上 5 衛星以上 ― 1 秒 

ただし、GLONASS 衛星を⽤いて観測する場合は、GPS・準天頂衛星及び GLONASS 衛星を、それ
ぞれ 2 衛星以上を⽤いること。 
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測量機器性能検定要領（令和 4 年 3 月 29 日改正）からの抜粋 

RTK 法 

① 観測 

a. 観測は、短距離比較基線場で行う。 

b. 初期化は、任意の地点で行いリアルタイム RTK 法による直接観測法で 2 基線を行

う。 

c. データ取得間隔は、1 秒とし FIX 解を得てから 10 エポック以上の観測を 2 セッ

ション行う。 

d. 使用する GNSS 衛星は、次表の通りとする。 

 GPS・準天頂衛星 GPS・準天頂衛星及び GLONASS 衛星 

使用衛星数 ５以上  ６以上 

最低高度角 15 度  15 度 

ただし、GLONASS 衛星を用いて観測を行う場合は、GPS・準天頂衛星及び

GLONASS 衛星をそれぞれ 2 衛星以上含むものとする。 

② 基線解析 

a. 基線解析は、リアルタイム処理で行う。 

b. 使用する GNSS 衛星の軌道情報は放送暦とする。 

c. 大気遅延補正を行う。 

 

ネットワーク型 RTK 法 

① 観測 

a. 観測は、短距離比較基線場で行う。 

b. 初期化は、任意の地点で行いネットワーク型 RTK 法による間接観測法で行う。 

c. データ取得間隔は、1 秒とし FIX 解析を得てから 10 エポック以上の観測を 2 セ

ッション行う。 

d. 使用する GNSS 衛星は、次表の通りとする。 

 GPS・準天頂衛星 GPS・準天頂衛星及び GLONASS 衛星 

使用衛星数 ５以上   ― 

最低高度角 15 度   ― 

② 解析処理 

a. 解析処理は、配信事業者から提供される補正データ又は面補正パラメータを用い

てリアルタイム処理で行う。 

b. 使用する GNSS 衛星の軌道情報は放送暦とする。 
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３－６－４ 単点観測法 

ＲＴＫ・ＧＮＳＳ測量で単点観測を行う場合には、以下の方法及び精度で実施するこ

ととする。 

ＲＴＫ・ＧＮＳＳ測量では、衛星から一定間隔で送られてくる信号を受信して観測を

行っており、この観測値が一定の閾値内に収束した場合に解を示す。この観測値が一定

の閾値内に収束することを「FIX（フィックス）」といい、その解を「FIX 解」という。

また、この FIX 解を得るまでの間や衛星数が少なく観測値が一定の閾値内に収まって

いない状態を「FLOAT（フロート）」といい、そのときの解を「FLOAT 解」という。 

さらに、ＲＴＫ・ＧＮＳＳ測量では、衛星から送られてくる信号１回に対する計算を

「エポック（epoch）」といい、このエポック回数についても示す必要がある。 

 

表 3-7  ＲＴＫ・ＧＮＳＳ測量の単点観測法 

使用衛星数 観 測 回 数 データ取得間隔 

５衛星以上 FIX 解を得てから 10 エポック（連続）以上 1 秒 

 

表 3-8  ＲＴＫ・ＧＮＳＳ測量の許容範囲 

許 容 範 囲 備 考 

水平（ΔＮ、ΔＥ） 20mm ΔN（南北方向の差）、ΔE（東西方向の差） 

高さ（ΔＵ） 30mm ΔU（標高の差） 

 

表 3-9  ＲＴＫ・ＧＮＳＳ測量方法 

区 分 測 量 方 法 備 考 

高精度の測点 
路線測量（中心線測量） 

基準点測量など 

単点観測を２セット実施し、セット間

較差を確認し、２セット目の観測結果を

使用する 

セット間では

初期化を行う 

一般の測点 
路線測量（横断測量） 
山地治山等測量など 

単点測量を１セット実施し誤差の RMS
値を確認し許容範囲内であれば観測結果

を使用する 
 

 

ＲＴＫ・ＧＮＳＳ測量では、FIX 解であっても閾値内で解が揺れている。ＲＴＫ・Ｇ

ＮＳＳ測量では、FIX解を得たときの揺れから、想定される誤差のRMS※1が示される。

よって、この RMS 値によりある程度の精度を確認することが可能となる。しかし、こ

の RMS は、観測箇所の正確な位置が分かっていない場合には、平均値を正確な位置と

想定して算出されるもので、実際の誤差と異る場合がある。 

 

  
※１：RMS とは、Root Mean Square の略で、差の二乗平均根を指す。具体的には観測値と真値（想定値を含

む）の差の二乗を観測回数分求め、その平均値の二乗根を求める。 
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本要領では、路線測量の中心線測量や基準点測量等の高い精度が求められる測点の

観測については、上記観測方法を２セット行い、セット間較差を比較し許容範囲内に入

っていれば２セット目の値を使用することとする。なお、セット間では必ず初期化を実

施することとする。 

一方、路線測量の横断測量や山地治山等測量などの精度が 100mm 程度の測量では、

上記測量方法を１セット行い、計算により求められる RMS 値が表 3-8 に示すＲＴＫ・

ＧＮＳＳ測量の許容範囲内であれば、その観測値を使用することとする。 

 

３－６－５ 観測記録簿等の確認 

ＲＴＫ・ＧＮＳＳ測量では、測定した点の座標データのみが示される。このことから、

その値の確からしさを判断するため、次ページ以降に示す観測手簿や観測記簿等を提

出する。この観測手簿及び観測記簿等には、座標値のほか、「観測方法」、「使用周波数」、

「衛星の数」、「使用楕円体」、「解の種類」、「RMS」等が明示されているものとする。 

 

観測方法：固定局を用いたＲＴＫ法であるか、ネットワーク型ＲＴＫ法であるか、ま

た、ネットワーク型の場合、ＶＲＳ方式、ＦＫＰ方式であるか等を示す。 

使用周波数：使用する衛星の種類（ＧＰＳ，ＧＬＯＮＡＳＳ等） 

衛星の数：観測時の使用衛星数（使用周波数別にまとめる） 

使用楕円体：地球を理想的な楕円体としてモデル化したもの（ＧＲＳ80 等） 

解の種類：FIX 解又は FLOAT 解 

RMS：観測値と真値との誤差を示すもの 
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３－６－６ 山地での留意点 

ＲＴＫ・ＧＮＳＳ測量では、衛星からの信号を受信して位置を把握することから、上

空が開けている必要がある。この上空の開空率は、使用するときの衛星の配置にもよる

が、かなり広い空間が必要となる。衛星からの電波は、陽光が差し込む枝葉の少ない立

木の下でも受信が困難であり、地形のみならず植生の成立状況に対応した測定箇所の

選定が必要となる。 

よって、ＲＴＫ・ＧＮＳＳ測量では、公共座標を得るための任意の基準点やＩＣＴ測

量で必要となる標定点や検証点の設置といった、ＲＴＫ・ＧＮＳＳ測量に適した場所を

ある程度選択可能な測量に適している。一方、地形計測や特定の構造物の計測などは、

測定する場所が決まっていることから、ＲＴＫ・ＧＮＳＳ測量が計測不可能となった場

合には、他の測量方法で測定する必要があることから、効率が下がる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-10 ＲＴＫ・ＧＮＳＳ測量の特徴  

上空が開けている場所を選定可能な標定点などの測量に適している 

特定の場所を測定する測量などでは、上空の状況によっては測定できない

可能性がある 
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３－７ 航空レーザ測量成果の活用 

有人の航空機による航空レーザ測量は、大面積に対応していることから、大規模な災

害発生箇所や、広域の地形調査等に適している。また、近年大規模災害の発生箇所や都

道府県単位で全県を対象とした地形データの作成が積極的に行われている。これら既存

のデータについては、一般に公開されたものも多く、すぐに利用可能な状況にある。 

一例として、過去に公共測量によって取得された航空レーザ測量の成果は航空レーザ

測量データポータルサイト（http://www.sokugikyo.or.jp/laser/portal/）で確認すること

ができる。 
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３－７－１ 航空レーザ測量の特徴 

航空レーザ測量の特徴として、治山事業で活用する場合の長所及び短所をまとめる

と以下のようになる。 

 

長所 

・広域のデータを取得可能である。 

・災害直後など多く路網が被災した場所でもデータを取得可能である。 

・4 点/㎡以上のデータであれば、立木の判断も可能となる。 

・既存の調査面積が広く過去の地形（アーカイブ）がある可能性が高い。 

・既存のデータがあれば新たに地形データを取得するコストが削減できる。 

 

短所 

・他の測量方法と比較して天候による影響（雲量など）を受けやすい。 

・他の測量方法と同様に植生による影響を受ける。 

（特にうっ閉したササ、照葉樹林、ヒノキ林など） 

・グラウンドデータがとれていない場所について把握する必要がある。 

（ＤＥＭデータや等高線データのみでは判断が困難） 

・地上に基準点がない場合が多い。 

 

３－７－２ 治山事業での活用 

航空レーザ測量では、現地に標定点のような基準となる点がない場合が多いことか

ら、航空レーザ測量成果を測量設計業務で活用することは難しい。しかし、一方で、広

域な情報を一度に得ることができる点や、災害により現地に到着する路網が被災した

場合でも、路網の被災状況に関係なく調査が可能である点など航空レーザ測量が有利

な点もある。 

また、航空レーザは多くの実績があることから、被災箇所などで、被災前の地形デー

タを取得できる可能性が高い。これにより、被災後に把握した地形データと比較するこ

とで、崩壊の大きさや影響範囲を具体的に把握することが可能となる。 

治山全体計画調査や治山流域別調査などでは、現地に基準となる点が不要であるこ

とから、航空レーザ測量のデータが適している。直近の既存データが比較的新しい場合

には、調査で使用する地形データとして活用することができる。 

 

治山事業での航空レーザの活用例 

・大規模災害時の概況を把握する 

・過去の地形データを活用して被災規模や影響範囲を把握する 

・治山全体計画調査や治山流域別調査での活用 
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３－７－３ 林道事業での活用 

航空レーザ測量の長所に示した様に、路網の被災状況に影響を受けず測量が可能で

あることから、林道の被災状況の把握に活用することができる。 

また、林道全体計画調査では、既存の航空レーザ測量成果がある場合には、路線選定、

比較路線の検討での活用が効果的である。 

その他、路網整備ではなく森林資源調査での活用にも適している。森林資源調査では、

広域の面積を調査する必要があり、現地踏査による作業ではコストがかかる。しかし、

航空レーザ測量の場合、広域の情報を一度に得ることが可能となることから、効率的に

情報を収集することが可能となる。この成果を林道全体計画調査で活用することで、精

度の高い路網計画の立案に資することができる。 

 

林道事業での航空レーザの活用例 

・大規模災害時の林道の被災概況を把握する 

・林道全体計画調査での活用 

・森林資源調査での活用 

 

 

  



55 
 

４．治山事業 

４－１ 測量業務 

治山の測量業務では、渓間工と山腹工を取り上げてＩＣＴを活用した測量について示す。

これ以外の測量についても、これに準じた測量方法で実施するものとする。 

 

４－１－１ 渓間工の測量 

渓間工の測量では、渓流部での測量が多くなる。渓流部は、その流量、地形などから

渓床幅や勾配等の地形的要因が異なる。また、両岸の地形条件や洪水の頻度などによっ

て周辺の植生の成立状況が異なる。ＩＣＴを活用する場合には、これら地形及び植生状

況を十分考慮し、従来のトータルステーション等による測角測距法と比較して効率的と

なる場合に実施する必要があり、現地の踏査選点時に適切な測量方法を決定する。 

 

（参考）渓床の状況と測量方法の判断例 

○ＵＡＶ写真測量が適した渓流 

調査範囲全域にわたり渓床幅が広く、上空から流水部分又は構造物設置箇所を把

握することが可能である、又は、災害により渓岸部の植生が流出し上空から流水

部分又は構造物設置箇所が確認できる場合。 

 

○ＵＡＶレーザ測量が適した渓流 

渓床部には植生は少なく、両岸の植生などにより上空から渓床及び構造物設置箇

所が視認できない箇所が点在するが、樹冠が密ではない場合。 

 

○地上レーザ測量による測量が適した渓流 

上空に樹冠が広がっており上空からのレーザ照射が困難であり、かつ立木や下層

植生等の障害物の少ない横断測量又は構造物計画位置横断測量を行う場合。 

 

○LiDAR 測量による測量が適した渓流 

概ね地上レーザ測量と同様の条件となる。地上レーザ測量よりも測量準備や計測

時間が少なくなることから、構造物計画位置横断測量等の小規模の測量であれば

地上レーザ測量よりも利点が多い。 

 

○ＲＴＫ・ＧＮＳＳ測量が適した渓流 

上空が開空している必要があるので、ＵＡＶ写真測量と同様の条件が必要となる。

ただし、地形的に狭隘な谷底などでは上空が開けていても衛星電波を受信できな

い可能性があることに留意する必要がある。 
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○トータルステーションによる測量が適した渓流 

渓床部に植生が繁茂し、刈り払い作業を行わないと渓床内を移動できない渓流で

測量を行う場合。 

 

横断測量及び構造物計画位置横断測量では、渓床部から渓岸部までの測量が必要とな

る。渓岸部は渓流部と比較して立木の樹冠等により地表部が覆われていることが多いこ

とから、踏査選点時には、渓岸部の状況を十分把握し、横断測量及び構造物計画位置横

断測量に適した測量方法を決定する。 

その際、植生が繁茂している場合においても、その刈り払いにかかる労力と、ＩＣＴ

技術による測量作業の効率化との比較を行い、測量方法を決定する必要がある。特に小

面積の場合には刈り払いを実施して、LiDAR 測量等の短時間で測量が終了する手法を用

いた方が効率的な場合もある。 
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図 4-1 渓間工における測量方法別のイメージ図 
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４－１－２ 山腹工の測量 

山腹工においても渓間工と同様に、地形及び植生状況を十分考慮し、従来のトータル

ステーション等による測角測距法と比較検討し、現地の踏査選点時に適切な測量方法を

決定する。 

山腹工の測量では、急傾斜地で高低差の大きい地形条件となりやすいことから、ＵＡ

Ｖを使用した測量を行う場合には、山腹下部と上部とでの精度の違いに留意する必要が

ある。また、ＵＡＶ写真測量は、崩壊縁部での植生やハングオーバーした箇所等におい

て地盤の状況が撮影困難となる場合があることから、上空からだけでなく斜め方向から

の写真を多く撮影することで、上空から撮影できない箇所の地盤情報を把握することが

可能となる。 

 

（参考）山腹斜面の状況と測量方法の判断例 

○ＵＡＶ写真測量が適した崩壊地 

比較的緩斜面で、崩壊地内に立木や倒木等が少ない。また、崩壊地周辺の立木密

度が低く、上空から地山が確認できる。 

 

○ＵＡＶレーザ測量が適した崩壊地 

基本的に前述のＵＡＶ写真測量と同様であるが、崩壊地内部及び周辺部での樹木

の成立は単層程度であれば、対応可能である。 

 

○地上レーザ測量による測量が適した崩壊地 

規模は小規模（1 から 0.5ha 以下）で下層植生等の障害物の少ない崩壊地。ある

程度の急峻な斜面や、周辺に高層木の樹冠が広がっていてもよい。崩壊地全体が

眺望可能な箇所が複数ある崩壊地が望ましい。 

 

○LiDAR 測量による測量が適した崩壊地 

概ね地上レーザ測量と同様の条件となる。ただし、歩行しながら計測することか

ら、崩壊地内を安全に歩行できるか検討する必要がある。 

 

○ＲＴＫ・ＧＮＳＳ測量が適した崩壊地 

上空が開空している必要があるので、ＵＡＶ写真測量と同様の条件が必要となる。

ただし、地形的に狭隘な谷底などでは上空が開けていても衛星電波を受信できな

い可能性があることに留意する必要がある。 
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○トータルステーションによる測量が適した崩壊地 

崩壊地内または周辺部の植生が旺盛で、人の移動には刈り払いが必要な崩壊地。

特に林床部にササが密生している場合には、トータルステーションでの測量が適

している。 

 

 

山腹工の測量では、縦横断測量で林縁部の情報が必要となる。しかし、これについて

は、崩壊地内のみＩＣＴ技術による 3 次元点群データを取得し、周辺部については、従

来のポール横断などで補完することで、必要な地形データを得ることも可能となる。 

この補完測量についても、３次元点群データを取得するために必要箇所について刈り

払いを行う場合と、ポール横断で補完測量を実施する作業との比較労力の検討を行い、

より効率的な方法を現地で検討する必要がある。 
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図 4-2 山腹工における測量方法別のイメージ図  
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４－２ 設計業務 

ここでは、ＩＣＴを活用した測量成果として得られる 3 次元のデータを用いる場合に、

従来の設計作業に加え新たに必要となる作業とその利用方法について示す。 

 

４－２－１ 点群データ処理と構造化 

点群データ処理とは、オリジナルデータ（観測した全てのデータ）から地形を捉えて

いない点を除去して、地表面のデータを作成する作業をいう。点群データは３次元の要

素（Ｘ，Ｙ，Ｚ）を含むものとし、編集及び記録できる形式とする。 

観測したオリジナルデータには、様々なノイズ（目的物以外のデータ）が多くある。

特に山間部では、植物の枝葉などのノイズが多く観察される。これらのノイズを取り除

く作業には、それに特化したソフトが開発されており、それを用いることが効率的であ

り、地表面のデータの精度も高くなる。 

構造化は、３次元の点の地表面のデータを、作業しやすいデータに変換する作業をい

う。この構造化ではＴＩＮ（不規則三角網）もしくはグリッドデータの形式とすること

を原則とする。この構造化を行うことで、データサイズや解析作業を効率化することが

可能となる。 

 

（例）観測範囲：30ha 測量方法：地上レーザ測量 使用機械：Leica RTC360 

 オリジナルの点群データ(テキスト形式)：8.00GB  

ノイズ処理後の点群データ(テキスト形式)：0.83GB 

 ＴＩＮデータ：0.12GB 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-3 点群処理と構造化のフロー 

  

オリジナルデータ 
点群データ 

フィルタリング 
地表面以外の点群の除去 

グラウンドデータ 
地表面のみの点群データ 

構造化 
ＴＩＮ（不整三角網）データ 
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４－２－２ ３次元データによる設計 

治山設計では、ノイズ処理後の点群データもしくは構造化されたＴＩＮデータを用

いて、構造物やのり切工等の計画を行い、図面類の作成及び各種数量計算書の作成を行

う。 

 

（参考）３次元設計の利点 

３次元設計は、点群データや構造化されたＴＩＮデータを取り扱う専用のソフトが

あると非常に効率的に作業を行うことが可能である。こういったソフトでは、得られた

地形データを自動的に読み込むことが可能で、それをもとに現地で計画した構造物計

画位置また基線等の設定を容易に行うことができる。これにより、地盤データの入力ミ

スの防止や作業時間の短縮を図ることが可能である。 

また、従来の測量方法であれば、測量杭のある点のみの地形データであるが、ＩＣＴ

を活用した測量成果は面的な地形データであることから、構造物計画位置や基線等の

追加や変更を行うことが可能で、図上検討をそのまま計画図面に反映させることがで

きる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-4 ３次元設計の事例（使用ソフト：福井コンピュータ TrendPoint） 
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      地形データの作成          治山ダム設計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-5 ３次元設計の工程例      ：ソフトによる自動処理 

  

点群データ処理 

（地表面データの作成） 

構造物計画位置横断箇所の

入力 

TIN データ作成 

構造物計画位置データと TIN データを連結 

構造物計画位置横断図作成（地盤のみ） 

横断図をもとに治山ダムの構造を決定 

ダムの構造図をもとに床堀図を作成し 

床堀土量、埋戻土量を算出 

ダムの構造図及び床堀図をもとに間詰工等を決定する 

その他仮設計画図や数量算出 

成果品の作成 
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４－３ 測量設計業務以外での活用 

ここでは、測量設計業務以外の業務での活用を検討することとし、災害時の概算数量

把握と治山全体計画及び予備測量を取り上げ、その内容を示す。 

 

４－３－１ 災害時の概算数量把握 

迅速性が求められる災害時の概算数量把握においてＩＣＴ技術を活用する場合には、

ＵＡＶ写真測量が効率的である。また、求める数量の精度によっては、標定点の設置を

省略しても良いこととする。ただし、ＵＡＶ写真測量と同様の工程、成果を得ることが

可能であると判断される場合には、ＵＡＶレーザ測量等を用いてもよい。 

また、災害区域の規模の把握が目的であれば、LiDAR 測量についても標定点の設置

を省略し、任意座標系の計測結果を活用してもよい。 

 

（参考）標定点の省略による効率化 

ＵＡＶ写真測量の工程の中で最も時間を要する工程は、標定点の設置であることか

ら、これを省略することで作業時間を大きく減少させることが可能となる。 

「令和 3 年度治山技術推進等調査業務」における現地調査では、標定点を省略した

場合、現地での作業時間が５分の１となった。また、標定点を省略することで、現地で

必要となる機材がＵＡＶのみとなり、現地調査で必要となる機材を少なくすることが

可能となる。災害時には林道等が不通となっている場合が多いことから、人肩運搬を必

要となる機材の減少は、作業効率化に大きく寄与する。 

 

（参考）標定点を省略した場合の精度 

「令和 3 年度治山技術推進等調査業務」で行った現地調査では、標定点を省略した

場合と標定点を設置した場合との誤差について以下のように取りまとめられている。 

平面座標の位置精度：平均 4.03ｍ（最大 7.00ｍ） 

標高値の精度   ：平均 9.17ｍ（最大 18.15ｍ） 

任意の点間距離精度：平均 0.30ｍ（誤差／距離：0.30％） 

このことから、標高値の誤差が最も大きく平面座標の数倍の誤差となっているが、任

意の点間距離については誤差／距離が平均で 1％以下となった。よって、平面座標や標

高では誤差が生じるが、距離（面積）の誤差は僅かであることから、工事実施を行わな

い概算の規模を把握する場合には、標定点を省略しても良いと判断される。 

 

 

４－３－２ 治山全体計画及び予備測量 

治山全体計画及び予備測量では、基本的にＵＡＶによる写真撮影をもとに現状把握

を行う。必要に応じて、ＵＡＶ写真測量（標定点設置を省略）を行うことにより、効
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率的に定量的な調査結果を取得する。 

治山全体計画及び予備測量では、崩壊地の有無、露岩地、沢の規模、倒木の有無等

の状況を把握することが目的であることから、上空から撮影された画像で十分である。

しかし、荒廃の激しい箇所や具体的に施設の計画を行う箇所など、限定された箇所に

おいてＵＡＶ写真測量（標定点設置を省略）を行うことで、その規模（延長や面積）

を把握することができる。また、荒廃の状況や施設計画の概要を示した鳥瞰図
ちょうかんず

などを

作成することが可能で、地元説明会などでの資料としての活用も考えられる。 

この場合のＵＡＶ写真測量は、標定点の設置を省くとともに、定められた地上画素

寸法を超える高度及び解像度で撮影して良い。 
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５．林道事業 

５－１ 路線測量 

ここでは、従来の方法も含めた測量方法の選定、図上設計が実施可能であるかの検討、

新設や改良・改築などの路線区分別の測量方法の適用について示す。 

 

５－１－１ 測量方法の選定 

ＩＣＴを活用した測量を行う場合には、従来の測量方法と比較検討して効率的とな

る場合に実施することとする。比較検討に当たっては、ＩＣＴを活用した測量において

障害となる樹木や下層植生の成立状況を十分考慮して行う必要がある。 

路線測量は林道の新設や改築・改良のほか、災害復旧などで実施されている。この中

で、林道の新設の場合には、伐開されていない林地を対象とすることから、植生の影響

が強い。一方で、改築、改良及び災害復旧などでは、既存の林道があることから、植生

の影響が低い。よって、改築、改良及び災害復旧では、比較的ＩＣＴを活用した測量で

効率化する場合が多いと考えられるが、新設では、よほど立地条件が良い場合（植生の

成立が疎である等）でないと業務の効率化を図ることは困難である。 

 

５－１－２ 図上設計の検討 

「２．適用」の項でも示したように、路線測量では、「I.P の選定」、「中心線測量」、

「縦断測量」、「横断測量」、「平面測量」、「伐開」がある。ＩＣＴを活用した地形測量に

ついては、基本的に、「縦断測量」、「横断測量」、「平面測量」を対象とするが、現地の

状況を判断し、図上設計が適していると判断した場合には、現地での「I.P の選定」、

「中心線測量」を省略することができる。 

 

①現地で「I.P の選定」及び「中心線測量」を行う場合 

現地での「I.P の選定」及び「中心線測量」は、新設や改築・改良等の延長が長い場

合、崩土や湧水、流れ盤など、地表面のデータのみで判断できない箇所などで実施する。 

このように、地形データの取得についてＩＣＴ技術を活用した手法で実施すること

を前提に、従来のトータルステーション等を用いて中心線測量を実施する場合の測量

方法等を以下に示す。 

 

○座標系：公共座標の日本平面直角座標系 

○測量の精度：測角は秒単位、測距は mm 単位とする。 

○標定点設置：I.P 又は 100ｍ毎に 1 箇所 

○ベンチマーク：位置を座標で把握する。 

○検証点：ベンチマーク又は任意の測点２点以上 
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また、ＲＴＫ・ＧＮＳＳ測量機を用いて中心線測量を実施する場合の測量方法を以下

に示す。 

 

○座標系：公共座標の日本平面直角座標系 

○測量の精度：測角は秒単位、測距は mm 単位とする。 

○測量方法：単点観測法を 2 セット行い公差以内であれば 2 セット目の値を用いる 

○標定点設置：I.P 又は 100ｍ毎に 1 箇所 

○検証点：ベンチマーク又は任意の測点２点以上 

 

 

②図上で「I.P の選定」及び「中心線測量」を行う場合 

地形データをもとに図上で「I.P の選定」及び「中心線測量」を行う場合は、短区間

の林道災害などで、前後の I.P により中心線が決まってくる箇所等での実施が望まし

い。 

なお、ＩＣＴ技術を活用した測量方法に加えて従来の方法で補完測量を行う場合に

は、前述の①の項に準じた測量方法を行う。 

 

○座標系：公共座標の日本平面直角座標系 

○測量の精度：測角は秒単位、測距：mm 単位とする。 

○標定点設置：原則 I.P 又は 100ｍ毎に１箇所とするが測量範囲が 100ｍ以内の場

合は２点以上の標定点を設置する。 

○検証点：ベンチマーク又は任意の測点２点以上 

 

なお、図上測量を行う場合には、現地において中心線が決定していないことから、伐

開幅の想定ができない。よって、地形データの取得に当たっては、十分余裕のある範囲

を測量する必要がある。 

 

５－１－３ 路線測量区分別の適用 

路線測量では、新設、改築・改良、林道災害等の場合に分けられる。これら路線測量

の実施に当たっては、ＵＡＶ写真測量、ＵＡＶレーザ測量、地上レーザ測量、LiDAR 測

量、ＲＴＫ・ＧＮＳＳ測量等の特徴を考慮し、効率的な測量方法を選定し実施する。 
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（参考）路線測量の種類別の検討内容例 

○新設の路線測量の場合 

新設の場合、自然の林内を対象としていることから、植生による影響が大きい。よ

って、林内でのＲＴＫ・ＧＮＳＳ測量の使用は困難である。また、特に樹冠がうっ

閉している箇所では、ＵＡＶ写真測量やＵＡＶレーザ測量の実施も困難となる。ま

た、樹冠の下部で作業が可能である地上レーザ測量や LiDAR 測量においても、林

床部の植生の伐開が必要となることが多く、従来のトータルステーションによる測

量と比較して非効率となる場合がある。 

なお、新設路線において図上測量で I.P の選定を行い、中心線を決定する場合、現

地で検証を行い、中心線として妥当であるか確認する必要がある。 

 

○改築・改良 

改築とは既存の路線を上位の種類又は級別区分にするもので、改良とは級別の区

分を変更せず曲線半径や拡幅量などを変更するものをいう。 

いずれも既存の路線があることから、新設の場合と比較して植生の成立は少ない。

このことから、ＵＡＶ写真測量やＵＡＶレーザ測量が活用できる可能性がある。た

だし、開設後の経年とともに、路線周辺の枝葉が路線内に張り出した場合には、上

空から確認することが困難となる。また、路線外の植生の成立が密である場合、地

上レーザ測量又は LiDAR 測量を行う場合にも伐開作業が必要となる。 

 

○林道災害 

林道災害では、被災した林道が対象となることから、崩壊した地山が露出している

ことが多い。被災の規模によるが、上空からの眺望できる場合には、ＵＡＶ写真測

量が効率的である。ただし、被災箇所の上空が十分開けていたとしても、被災地周

辺に立木がある場合には、ＵＡＶレーザ測量、地上レーザ測量及び LiDAR 測量が

効率的である場合もある。 

 

○測量方法の組み合わせ 

山地での測量では、地形や植生などの現場の状況が、測量範囲内でも大きく異なる

場合が多い。このことから、一つの測量方法ではなく、特徴の異なる測量方法を組

み合わせることで、効率的な測量を実施することができる。 

一例としては、上空から地盤が十分確認できる場合にはＵＡＶ写真測量により効

率的に地表面のデータを取得し、樹冠の下部では地上レーザ測量、LiDAR 測量やト

ータルステーションによる測量で、地表面のデータを取得する方法等が挙げられる。

ただし、複数の測量法を組み合わせる場合には、座標系や位置の基準を合わせる必

要がある。  
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図 5-1 路線測量における測量方法別のイメージ図 
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５－２ 林道設計 

ここでは、ＩＣＴを活用した測量成果として得られる 3 次元のデータを用いる場合に、

従来の設計作業に加え新たに必要となる作業とその利用方法について示す。 

 

５－２－１ 点群データ処理と構造化 

林道設計における点群データ処理と構造化については、「４－２－１ 点群データ処

理と構造化」に準じて実施する。 

 

５－２－２ ３次元データによる設計 

林道設計では、ノイズ処理後の点群データもしくは構造化されたＴＩＮデータもし

くはグリッドデータを用いて、縦断計画の検討、横断計画の検討、構造物等の検討を行

い、平面図、縦断面図、横断面図、構造図等の図面類の作成及び各種数量計算書の作成

を行う。 

 

（参考）３次元設計 

３次元設計では、「４．治山事業」で示した内容と同様に、専用のソフトがあると効

率的でミスの少ない作業が可能となる。 

また、従来の測量方法であれば、測量杭のある点のみの地形データであるが、ＩＣＴ

を活用した測量成果は面的な地形データであることから、中心線の変更や構造物の追

加などの設計内容の変更が容易となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-2 ３次元設計の事例（使用ソフト：福井コンピュータ TrendPoint） 
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      地形データの作成           路線計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-3 ３次元設計の工程例      ：ソフトによる自動処理 

  

  

点群データ処理 

（地表面データの作成） 

中心線測量結果の入力 
（I.P 情報、曲線情報等） 

TIN データ作成 

路線データと TIN データを連結 

縦断面図及び横断面図作成（地盤のみ） 

縦断面図をもとに縦断勾配を決定 

横断面図をもとに拡幅位置、構造物、車廻し、待避所等を決定 

決定した縦断勾配、横断計画等をもとに縦断面図、横断面図の

作成及び土量、法面等の数量を算出 

その他図面（構造図、定規図等）や数量算出 

成果品の作成 

図上設計の場合は I.P の選
定のみを手動で行い情報の

入力は不要となる 
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５－３ 測量設計業務以外での活用 

ここでは、測量設計業務以外の業務での活用として、災害時の被災状況把握と施設点

検（橋梁やトンネル）を取り上げ、その内容を示す。 

 

５－３－１ 林道の被災状況把握 

災害時の被災状況の把握は迅速性が求められるため、航空写真やＵＡＶによる写真

撮影が効率的である。多くのＵＡＶではＧＮＳＳ測位器が付いていることから、ＵＡＶ

で撮影された画像データにより、撮影場所の情報を把握することができる。また、必要

に応じて、標定点を設置しないＵＡＶ写真測量を行うことにより、迅速に被災規模等を

把握することが可能となる。 

また、上空が閉塞している箇所などで、地上レーザ測量又は LiDAR 測量が適してい

る。特に LiDAR 測量は、機材が軽量で測量に係る時間が短いことから、災害箇所の概

況把握には効率的である。 

 

５－３－２ 橋梁やトンネル等の施設点検業務 

橋梁やトンネルの構造物については、地上レーザ測量又はLiDAR測量が適している。

特に細かな部品の多い橋梁では、各部材の形状まで把握可能であることから点検内容

の向上を図ることができる。 

 

 

 

 

 

 


